
令和 6年度

昭和農業振興地域整備計画の変更理由書

整備計画の変更を行う理由

昭和村では、農業経済事情の変動その他情勢の推移により法第13条
1項に基づき整備計画を変更する必要が生じたので今回やむを得ず
整備計画の変更を行う。

地 域 名 昭和地域

群馬県利根郡昭和村



昭 和 農 業 振 興 地 域 整 備 計 画 の 変 更 理 由 書

1 農業振興地域整備計画を変更す る理由

今回、地域農業者の意向の把握を行 うために受け付けた除外の中し出を踏まえ、経済事情の変動その他情勢の推移による住宅等の個別開発ニーズに適切に対応する必

要があると判断 されることか ら、昭和農業振興地域整備計画における農用地利用計画の変更を行 うものです。

2 農業振興地域整備計画のうち農用地利用計画を変更する理由

(1)農用地区域への編入           該当なし

聴 土 地 の 所 在 ・ 地 番 地 目 面積 くΠf) 編入後の用途 編 入 す る 理 由 根 拠 条 項

※根拠条項欄中の 「法」 とは 「農業振興地域の整備に関する法律J、 「令 Jと は 「同法施行令 J、 「規則Jと は 「同法施行規則Jを い う (以 下同 じ)

(2) らの除外 該当な し

(3)農用地区域内における用途変更

'と

目 面積 (nf) 除外後の用途 除 外 す る 理 由 根 拠 条 項Nェ 土 地 の 所 在 ・ 地 番

1 昭和村大学貝野瀬宇番場1070番 1 畑
1,457の 内

499
一般住宅用地

手l用 者が一般住宅を設置しようとするものであり、
送要かつ適当で規模も妥当であり、農用地区域以外
の土地をもつて代えることが困難であると認められ
ること、集落に移寺接 した土地であり農用地の集団
|ヒ・農作業の分

'l率

化等の農業上の利用に支障を及ぽ

すおそれがないと認められること、周辺の土地改良
胞設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認
めれること、及び土地改良事業完了後 8年未経過の

土地ではないことから、法第 13条第 2項各号の要
件をすべてを満たすと判断 されるため、農用地区域
から除外 します。

法第 13条第 2項 各

号該当

通路用地

利用者が通路を設置しようとするものであり、必要
かつ適当で規模も妥当であり、農用地区域以外の上
地をもつて代えることが困難であると認められるこ

と、集落に隣接 した土地であり農用地の集団化・農
作業の効率化等の農業上の利用に支障を及ぼすおそ
れがないと認められること、周辺の土地改良施設の

有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認めれる
こと、及び土地改良事業完了後 8年未経過の土地で
はないことから、法第 13条第 2項各号の要件をす
べてを満たす と判断されるため、農用地区域から除
外 します。

法第 13条第 2項 各
号該当

2 昭和村大字森下宇御門146番 1 畑
1,025の 内

90

昭和村大宇森下字塚田366番 畑 373

利用者が事業所用地を拡張 しようとするものであ
り、必要かつ適当で規模 も妥当であり、農用地区域
以外の土地をもつて代えることが困難であると認め
られること、集落に隣接 した土地であり農用地の集
団化・農作業の効率化等の農業上の利用に支障を及
ぼすおそれがないと認められること、周辺の土地改
良施設の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと

認めれること、及び土地改良事業完了後 8年未経過
の土地ではないことから、法第 13条第 2項各号の

要件をすべてを満たす と判断されるため、農用地区
域から除外 します。

法第 13条第 2項 各

号該当
3

昭和村大字森下宇塚田330番 畑 343

事業所用地

4 昭和村大学森下字塚田334番 田 405 駐車場用地

,1用 者が駐車場を設置 しようとするものであり、必
要かつ適当で規模も妥当であ り、農用地区域以外の

土地をもつて代えることが困難であると認められる
こと、集落に隣接 した土地であり農用地の集国化・

農作業の効率化等の農業上の利用に支障を及ぼすお
それがないと認められること、周辺の土地改良施設
の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認めれ
ること、及び土地改良事業完了後 8年未経過の土地
ではないことから、法第 13条第 2項各号の要件を

すべてを満たすと判断されるため、農用地区域から
除外 します。

法第 13条第 2項 各
号該当

昭和村大宇森下宇塚田361番 1 94

87

貸住宅用地

`ば

用者が貸住宅を設置しようとするものであり、必
要かつ適当ですヨオ賞も妥当であり、農用地区域以外の
土地をもつて代えることが困難であると認められる
こと、集落に隣接 した土地であり農用地の集団化・

農作業の効率化等の農業上の利用に支障を及 lすすお
それがないと認められること、周辺の土地改良施設
の有する機能に支障を及ぼすおそれがないと認めれ
ること、及び土地改良事業完了後 8年未経過の土地
ではないことから、法第 13条第 2項各号の要件を
すべてを満たすと判断されるため、農用地区域から
除外します。

法第 13条第 2項 各
号該 当

5

昭和村大学森下宇塚田351番 田

Ⅲ転 土 地 の 所 在 ・ 地 番 地 目 面「菌(nf) 変更前の用途 変更後の用途 用途 変更す る理 由

入力部分

(1)農用地区域への窃ユ入

畑  計

田 計

樹園地計 ∬

合計 000r
(2)農用地区域か らの除外

畑  計 1,305r

田 計 586ド

樹園地計

合計 189100∬

畑  計
２
ｍ

田 計

樹園地計 だ

合計 000∬

(3)用 途変更 (農業用施設等 )



第 1 農用地利用計画の変更

1 農用地利用計画を次のとおり変更する。

注 :単位は haと し、小数点以下第 2位まで表示 る。

なお、「増減」欄が減少の場合は、数値の左に△で表示する。

2 農用地区域の概要

(変更前 )

農振区域内において、農用地等約・ .2:27■ 120 haに ついて農用地区域を設定し、

うち約 1  2,191.14 haを 農地、  ■139,.00 haを 採草放牧地及び約■4と 601 haを

農業用施設用地としてそれぞれ用途を指定する。

(変更後 )

農振区域内において、農用地等約  21273.0と haに ついて農用地区域を設定し、

うち約  ■2,19■ 35‐ haを 農地、    39.00 haを 採草放牧地及び約 142.66 haを

農業用施設用地としてそれぞれ用途を指定する。

単位 :ha
変 更 内 容

農用地区域

に 編 入

す る面 積

増  減 備  考地区区域 区 域
変 更 前

の 面 積

変 更 後

の 面 積

農用地区域

から除外す

る 面 積

268.42

203.80

152.68

328.38

340.35

94.56

195.57

205.46

153.01

330.78

0 05

0.14

0.00

△ 0.05

0 00

0.00

0.00

0.00

△ 0.14

0.00

0.00

0.00

A-1

A-2

A-3

A-4

A-5

B-1

B-2

B-3

B-4

B-5

糸井地区

貝野瀬地区

生越地区

赤城地区

開拓地区

橡久保地区

森下地区

川額地区

松ノ木平地区

赤城原地区

268.42

203.85

152.68

328.38

340.35

94.56

195,71

205.46

153.01

330.78

2273.20 2273.01 0.19 0.00 △ 0.19計


